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令和７年９月 
 

島 根 県 市 長 会 
 

 

 



 

 県におかれましては、平素から都市行政の推進と本会の運営に対し

まして、格別の御指導と御支援を賜り深く感謝申しあげます。 

 さて、本会ではこのたび、県に対する要望事項を次のとおり取りま

とめましたので、この実現について格別の御高配をいただきますよう

お願い申しあげます。 
 

記 
 

【重点項目】 

１．少子化対策について 

２．地方創生に向けた取組について 

３．地方鉄道の維持確保について 

４．行政のデジタル化の推進について 

 

【一般施策項目】 

Ⅰ．地方分権・地域振興等について  

Ⅱ．生活環境・医療・福祉対策の推進について  

Ⅲ．産業振興について 

Ⅳ．都市基盤の整備について  

Ⅴ．教育施策の充実強化について  

 

                    令和７年９月９日 
                           

 島 根 県 市 長 会 

  会 長  久 保 田 章 市 
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［重点項目］ 
 

１．少子化対策について 

 

（１）  子ども医療費については、どの地域でも安心して子どもを産み育てること

ができる社会を実現するための重要な施策であることから、引き続き、全国

一律の制度創設を行うよう国に働きかけること。 

 

（２）第１子・第２子保育料軽減事業、第３子以降保育料軽減事業及びしまね結

婚・子育て市町村交付金事業について、十分な予算を確保すること。 

 

（３）放課後児童クラブ施設整備費及び運営費について、国に対し補助基準額の

増額を働きかけること。 
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２．地方創生に向けた取組について 

 

（１）東京一極集中の流れを大きく変え、分散型国土づくりを加速化することが

必要である。これまでの国の地方創生の施策は十分な成果があげられていな

いため、地方への新たな人の流れを作る政策の策定や、企業の地方移転等に

つながる税制の見直し、社会基盤の整備などについて国に対して強く要望す

ること。 

 

（２） 移住・定住施策について、市町村が実施する施策と相乗的に効果が発揮で

きるよう、その充実を図るとともに、多様な就業機会の創出につながる企業

誘致や、島根の魅力について効果的・戦略的な情報発信を行うなど、県とし

て引き続きＵＩターンにつながる取組を推進すること。 

 



 - 3 -  

 
 
 
 

３．地方鉄道の維持確保について 

 

（１）地方鉄道は、単なる移動手段に留まらず、駅前のまちづくりや観光資源と

して重要な役割を担っていることから、国が「再構築協議会」を組織すると

決定した場合においては、経済性に偏った議論がなされないよう配慮すると

ともに、再構築方針の作成にあたっては、地方鉄道に対し様々な役割を期待

する地域の声が十分に反映されるよう、国に働きかけること。 

 

（２）引き続き県鉄道整備連絡調整協議会等を通じて県内の沿線自治体や関係機

関と連携しながら、利用者増加につながる効果的な対策を検討するとともに、

それに伴う必要な予算措置を講じ、着実に実施すること。 
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４．行政のデジタル化の推進について 
 

（１）自治体の行政システムの標準化・共通化に向けた取組について、システム

移行に要する経費を全額国費によって措置するとともに、移行後の運用経費

等について、現行の運用コストを大幅に上回ることが明らかになっており、

自治体の財政負担が増えることのないよう、適切な財政支援措置を講じるよ

う、引き続き国に要望すること。 

 

（２）県内の各自治体が個別に整備・運用する独自システムを含め、システムの

共同調達・共同運用へ向け、取組を推進すること。 
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［一般施策項目］ 
 
Ⅰ．地方分権・地域振興等について 

 

１．公共交通への支援について 

 

（１）路線バスの維持及び路線バスが廃止、減便となった際の代替交通の運行に

係る生活交通確保対策交付金について、十分な予算を確保し、継続した支援

を行うとともに、実際の運行経費を考慮した単価設定とするなど、制度の拡

充を行うこと。また、国に対しても、支援制度の拡充について要望すること。 

（２）燃料価格高騰等物価上昇により影響を受けた交通事業者に対し、公共交通

事業者燃料費高騰緊急支援事業等により支援を行うこと。 

（３）若年層、女性を含めた運転手の確保対策として、県において、賃金上昇な

ど、運転手の処遇改善に直接つながる支援策を設けること。また、事業者が

実施する労働条件改善への継続した支援を行うこと。 

 

２．ＪＲ木次線の利用促進対策等に対する継続支援について 

 

（１）木次線の利用促進対策及び広域観光策に対する支援を継続すること。 

（２）観光列車「あめつち」の木次線乗り入れに伴う活用促進については、沿線

の誘客につながるよう、引き続き関係自治体と連携してＪＲ西日本へ要望等

の働きかけを行うこと。 

 

３．国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の開催に向けた取組について 

 

（１）会場地市町村選定基準、業務分担・経費負担基本方針等を踏まえ、各市町

村の状況にも配慮しながら、引き続き県と会場地市町村の具体的な業務や経

費の分担、準備スケジュール等の策定を進めること。 

（２）大会開催準備、大会運営にあたり、その方針や計画等の策定にあたっては、

各市町村の意見を十分に聴くとともに、大会運営に係る県の補助制度を早急

に示し、市町村に過度な負担が生じることが無いように配慮すること。とり

わけ競技力向上については、大会後の成果の広がりを見据え、選手や指導者

の育成を実施していくこと。 

   また、各市町村における開催準備に向け、大会運営等の専門的知見を有す

る者を派遣するなど、体制構築を支援すること。 

（３）開催機運の醸成につながる取組を積極的に展開すること。 
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（４）中央競技団体からの指摘事項を踏まえた施設整備を実施するにあたり、老

朽化が進んでいる施設や、複数の競技が開催されて多くの指摘事項がある施

設など、改修に多額の費用を要することが想定される。また、中央競技団体

の指摘事項以外にも、９月開催に伴う暑熱対策（熱中症対策）など事故なく

大会を運営するために対応が必要なものも多数あるため、施設整備に関する

補助制度（対象事業、補助率、補助限度額）の拡充や運営費に関する財政支

援に配慮すること。 

 

４．防災・減災対策の充実強化について 

 

（１）治山事業の推進、土石流、地すべり及びがけ崩れ等の土砂災害防止施設、

円滑な避難や救援物資等の輸送が可能となる高規格道路を含む道路網の整

備など、インフラ整備・強化を一層推進すること。 

（２）半島地域においては、現在、検討が進められているヘリポートの早期整備

を推進するとともに、海路からの救援体制を整備すること。 
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Ⅱ．生活環境・医療・福祉対策の推進について 

 

１．海岸漂着及び漂流ごみ対策について 

 

日本海沿岸には、外国文字が表記された廃棄物を含む多量のごみがくり返し漂

流・漂着しており、加えて近年の豪雨においても大量の漂着ごみが発生し、住民

生活に影響を及ぼしているところである。 

ついては、「海岸漂着物処理推進法」第17条に基づき、県が管理する海岸につい

ては、漂着ごみの回収を行うなど、責任をもって対応すること。 

 

２．脱炭素社会の実現に関する施策について 

 

電気自動車やプラグインハイブリッド自動車の普及拡大に向けては、充電イン

フラの面的な整備が有効であることから、各市町村で進行する公有施設での整備

と連動して、県有施設における充電設備の設置を進めること。 

 

３．多文化共生の推進に対する取組について 

 

（１）県内各地のブラジル人の増加に対応するため、ブラジル人国際交流員の活

用に加え、コミュニティ通訳のポルトガル語対応者の増員を図ること。また、

市町村における通訳等配置にかかる経費の財政支援を行うこと。 

（２）災害時に外国人を支援する拠点である「島根県災害多言語支援センター」

について、外国人住民及び外国人の受入れを行っている企業等に対し、十分

な周知を行うこと。また、実際に同センターが設置されたときに適切な支援

ができるように、日頃から市町村と連携した訓練や通訳ボランティア等の人

材確保に努めること。 

 

４．水道事業、下水道事業（汚水）の広域化に向けた取組強化について 

 

（１）県内の水道事業が将来にわたり健全な経営を維持するため、判断材料とな

る事業体ごとのシミュレーションの実施など、島根県水道広域化推進プラン

の実行に向けて、引き続き県がリードして市町村間の連携を図ること。 

（２）「島根県汚水処理事業広域化・共同化計画」の推進に向け、全県での経営の

一体化を示した「島根県水道広域化推進プラン」と整合を図りながら、引き

続き、県内市町村の調整役・牽引役として支援すること。 
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５．地域医療確保対策の一層の推進について  

 

（１）令和6年度から6年間の計画期間で制定された「島根県医師確保計画」に基

づき、県内の地理的条件や医師の地域偏在、診療科偏在、高齢化を踏まえ、

地域の実情に応じた実効性のある取組を積極的に推進すること。特に、「医

師少数区域」、「医師少数スポット」に所在する病院への医師派遣の促進や、

過疎地域の診療所の維持支援を図ること。 

（２）広域（医療圏）の拠点病院が高度医療・救急医療・周産期医療・小児医療

を担うことができる体制を維持・継続すること。 

（３）自治医科大学及び島根大学地域枠卒業医師の更なる県内定着に向けて、指

導医の確保・育成を図るなど、体制強化を図ること。また、へき地巡回診療

等を担う地域医療拠点病院へ、自治医科大卒の義務年限中の医師派遣を確実

に行っていただき、診療所の維持支援へ繋がるよう取り組むこと。 

（４）総合診療医の育成について、自治医科大学卒業医師の派遣先として研修医

療機関を加えるとともに、地域の医療ニーズに対応するためにも県自ら総合

診療医を育てる仕組みの更なる強化に努めること。 

（５）市町村が県外大学との連携により取り組む医師の招へいについて、県にお

いても積極的な情報発信を行うとともに、医師が医療機関や地域を視察する

機会を設けるなど、一層の支援を行うこと。 

（６）看護師や病院で勤務する薬剤師、医療スタッフ、助産師の養成、確保と地

域偏在の解消に向けた取組を継続すること。 

（７）小中学生に対する「地域医療教育推進事業」を継続実施するとともに、引

き続き財政措置を講じること。 

（８）県西部における発達障がい児・者の医療体制について、中核を担っている

西部島根医療福祉センターの医師確保、体制整備を支援すること。 

 

６．国民健康保険制度改革後の取組について  

（１）国保運営の都道府県単位化による保険料水準の統一については、県内市町

村の被保険者相互負担の公平に繋がるよう、令和６年６月に国が定めた「保

険料水準統一加速化プラン」に基づき、島根県国民健康保険運営方針の中間

見直し時期である令和９年度に向けて、そのあり方及び具体的なスケジュー

ルを示し、着実に協議を進めること。 

（２）保険料水準の統一までの間、県は市町村と同じ保険者として、医療費統計

や将来推計の情報共有、基金の効果的な活用についての協議等、各市町村と

十分に連携を図ること。 

（３）市町村国保は、年齢構成が高く、医療費水準が高い一方で、所得水準が低

いという構造的な問題に加え、人口減少により被保険者数も減少していく中、

今後も更に財政運営が厳しい状況になると想定されるため、事務の効率化・

標準化・広域化を目指し、市町村との調整を行うこと。 
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（４）未就学児に係る均等割保険料(税)の５割軽減措置について、子育て支援の

視点から国の責任において財源を確保し更に対象年齢を拡充することを国

に対して要望すること。 

 

７．高齢者に関する施策の充実について 

 

（１）介護人材確保のため、能力・資格・経験等に応じた処遇改善をより一層図

るとともに、若年層を中心に介護の仕事に対するイメージアップのためのＰ

Ｒを行うこと。特に、保護者や学校（教員）の介護職の魅力ややりがいに対

する理解の促進を図ること。 

（２）超高齢社会が進む過疎地域においても、安定的な介護サービスの提供を継

続するため、サービス種別毎に、経営状況の正確な把握及び分析を行い、各

サービス及び地域の実情に見合った報酬となるよう国に強く働きかけるな

ど、持続可能なサービス提供ができるための対策を講じること。 

 

８．障がい者に関する施策の充実について 

 

地域生活支援事業は、国において必須事業を設けているなど、障がい者にとっ

て極めて重要な支援内容が数多く含まれており、障害者総合支援法の中でも主要

な事業の一つであることから、地方に超過負担が生じないよう、国に対して十分

な財政措置を講じるよう要望すること。 
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Ⅲ．産業振興について 

 

１．農業振興に関する施策の充実について 

 

ハウス等整備事業について、施設園芸や畜産の新規就農者及び既存経営体の規

模拡大に係る施設整備に関して、国庫補助事業費非活用型に取り組む際に、県の

補助率を３分の１とすること。また、市町村等の財政負担の伴わない補助制度を

創設するなど、地域の実情に応じた柔軟な制度設計を可能とし、農業者がより使

いやすい補助制度とすること。 

 

２．鳥獣被害防止対策について 

 

（１）有害鳥獣の防除・駆除対策に係る県の組織体制の強化を図り、早期に効果

の期待できる対策に向けての技術的な支援と財政措置を行うこと。 

（２）ニホンジカについては被害防止対策のため、広域的な動向調査等により正

確な生息実態を把握し、情報共有すること。また、県央地域及び県西部の山

間部におけるニホンザルの被害は年々深刻化しており、これまでの取組に加

え、適切な頭数管理を含めた駆除対策を講じるとともに、県が主体となって

有効な対策を研究・開発し、抜本的な対策を講じること。 

（３）有害鳥獣駆除員の新たな担い手を確保するため、狩猟免許取得経費及び捕

獲個体の運搬経費への助成など、駆除員の負担軽減のための支援を拡大する

こと。 

（４）ツキノワグマの対応について、「第二種特定鳥獣（ツキノワグマ）管理計画」

の中で定める個体群管理において、年間除去頭数の上限目安値を見直し、管

理計画に基づく数の調整による捕獲について導入を検討すること。 

 

３．熱中症予防対策について  

 

近年の猛暑の深刻化と職場における熱中症による死傷災害の増加を受けて、労

働安全衛生規則が改正され、令和７年６月１日から、全ての事業者は熱中症対策

を講じることが義務づけられた。中小企業者等が、冷房を備えた休憩所を整備す

るなどの作業環境管理の改善等に取り組む場合に、使いやすい助成制度を創設・

拡充するとともに、その制度を周知・徹底すること。 

 

４．継続的な観光消費喚起施策と広域観光の充実について  

 

（１）東京、京都などのいわゆるゴールデンルートから地方へ、訪日観光客の関

心が広がりを見せている。島根県においても、このインバウンド需要を取り
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込み、県と県内自治体の情報共有を図り、戦略的なプロモーションを展開す

ること。 

（２）首都圏・関西圏はもとより、福岡・名古屋・静岡など、重要な地方都市間

航空路線の就航地に対し、21世紀出雲空港整備利用促進協議会や市町村や関

係団体との連携を十分図った効果的なプロモーションや商品開発を推進し、

搭乗率対策等に取り組むこと。また、将来的な国際定期便の就航を目指して

、ベトナムと出雲縁結び空港を結ぶ国際チャーター便運航を成功させ、県内

自治体とも連携した取組を引き続き進めること。 

（３）国立公園満喫プロジェクトについては、大山隠岐国立公園を有する鳥取県

や岡山県と連携し、県内自治体とともに多様な自然景観をもつ国立公園の広

域的な周遊促進を図ること。 

（４）島根県観光連盟石見事務所の開設により、県を挙げての一体的な観光振興

体制が強化された。この度の山陰道の開通により、県内東西のアクセスが向

上した好機を捉え、尾道松江線と浜田自動車道を活用した広島県からの流入

を促進するとともに、県内各地域を広く周遊する施策を講じること。 

   また、周遊が進む中必要となるトイレ、授乳室、案内所の整備・拡充や案

内看板の設置について、財政支援を行うこと。 

（５）萩・石見空港を利用した誘客を図るため、山口県との県境を越えた広域連

携をさらに強化すること。また、広域を周遊できる観光コースやイベントの

造成、２次交通の充実など利便性の向上に取り組むこと。 
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Ⅳ．都市基盤の整備について 

 

１．高速道路ネットワークの早期整備について 

 

（１）山陰道の事業中区間については、より一層の予算の重点配分と早期完成、

また、開通予定年度の早期公表を引き続き国に強く働きかけること。とりわ

け「福光～浅利」、「久城～高津」区間については、周辺の産業振興を促進す

るうえでも、十分な予算配分を行い、開通予定年度の早期公表を国に求める

こと。 

（２）山陰道の「益田～萩間」の未着手区間については、山口県萩市に山陰西部

国道事務所が開設されたことからも、早期に計画段階評価の手続きに着手す

るよう開通に向けた取組を一層推進すること。 

（３）県央地域から山陽を結ぶ地域間の連携を強化する路線として「高田・大田

道路」が高規格道路に位置づけられるようにすること。 

（４）中海・宍道湖圏域を山陰道とともに８の字ルートで結ぶ高規格道路「境港

出雲道路」の未着手区間について、国の直轄事業として整備されるよう、引

き続き、国に対し積極的に働きかけを行うこと。 

 

２．萩・石見空港の路線維持に向けた取組について 

 

空港を取り巻く状況は、東京線２往復運航継続に向けて極めて重要な局面を迎

えており、地元協議会としては、「地域の宝を自らの手で育て上げる」という強い

思いをもって、さらに全力で利用促進に取り組んでいるところである。 

県西部における地方創生を進める上で不可欠である高速交通網の確保のため、

利用拡大に向けた利用促進策の強化や、「羽田発着枠政策コンテスト」の継続実施

を国に求めるなど、引き続き路線維持に向けた取組を圏域市町と連携して行うこ

と。 

 

３．出雲縁結び空港の利用者拡大及び利便性等の向上について  

 

（１）航空路線の維持、拡充及び新規路線の開設を、航空会社に積極的に働きか

けること。また、国に対し航空会社の運航に対する助成などの財政支援を求

めるとともに、県においても必要な支援を行うこと。特に、FDA路線の名古

屋（中部及び小牧）線及び静岡線の需要喚起、仙台線の早期復便の取組を積

極的に行なうこと。 

（２）国際定期便の就航及び国際チャーター便の継続運航に向け、海外の航空会

社及び旅行会社への働きかけに引き続き取り組むこと。 

（３）料金低廉化及びダイヤの見直し、その他利便性向上に繋がる対策について、

航空会社に積極的に働きかけること。 



 - 13 -  

（４）国際線ターミナル待合室の改修工事が計画されているが、年間100万人超

の利用者がある状況下において、将来を見据え、ターミナルビルの拡張、立

体駐車場、風・雨・雪対策を含めた屋外通路の整備を行うこと。 

 

４．山陰新幹線及び中国横断新幹線の整備促進について 

 

基本計画路線である山陰新幹線及び中国横断新幹線（伯備新幹線）の法定調査

を実施し、整備計画路線に格上げするため、既存組織である「山陰新幹線建設促

進期成同盟会」、「中国横断新幹線整備促進島根県期成同盟会・ＪＲ伯備線フリー

ゲージトレイン導入促進島根県期成同盟会」等を通じて、岡山県や鳥取県等と県

レベルでの連携を図るとともに、国への要望活動等について県として積極的に取

り組むこと。 

中国横断新幹線(伯備新幹線)整備推進会議では、今年度、基本計画路線の沿線

自治体や、全国の基本計画路線を有する自治体が共通で抱える課題である「新幹

線整備にかかる予算総枠の拡大」、「整備事業費の地元負担のあり方の見直し」、「並

行在来線を経営分離しないために必要な措置」について、各団体連携のもと合同

で要望活動を行うこととしており、県としてもこの推進会議の活動に歩調を合わ

せ、国に要望すること。 

 

５．県管理河川の管理徹底と減災対策について 

 

県の管理する河川について、堆積土砂・倒竹木・水草や藻・滞留したゴミ等の

除去、堤防除草などの浄化事業等を県の管理責任において直接実施し、良好な河

川環境の保全と河川機能の維持を一体的に図ること。 

 

６．浜山公園施設の整備拡充及び宍道湖公園湖遊館施設の改修工事等に係る財政

支援について 

 

（１）浜山公園陸上競技場は、全国から多数の競技者が集まる大規模大会の開催

会場であり、今後の施設整備にあたっては、各競技団体の意向を十分に踏ま

えて整備計画を検討・策定し、実施するとともに、工事スケジュールを早期

に示すこと。 

（２）宍道湖公園湖遊館のスケートリンク施設改修工事について、島根県の冬季

スポーツ振興の拠点施設として相応しい整備が実現するよう、補助制度（対

象事業、補助率、補助限度額）を拡充するなど、引き続き、必要な財政支援

を行うこと。 
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７．浜田港の整備について 

浜田港は、発展著しいアジア地域との距離も近く、国際コンテナ貨物の取扱い

など、地域の経済活動を支える物流拠点として重要な役割を担っており、港湾機

能の強化を図るため、船舶等の大型化に対応した岸壁及びふ頭用地を早期に整備

すること。 

 

８．自然災害対策について 

 

（１） 豪雨災害で被災した多くの道路や河川等の公共土木施設、農地やため池等

の農業用施設、治山施設、林道施設等の災害復旧事業に必要な財源及び予算

を十分確保するように国に対して働きかけること。特に、江の川下流域では

無堤防区間が数多く残されており、平成30年７月、令和２年７月豪雨に続き、

令和３年８月の大雨でも河川が氾濫し甚大な被害が生じたことから、「江の

川水系流域治水プロジェクト」に沿った治水対策を加速化させること。 

（２）一般国道９号及び一般国道54号の事前通行規制区間の防災対策について、

抜本的な道路改良を国等関係機関へ働きかけること。 

（３）災害から身を守り安心安全な生活ができる県土づくりに関する予算を県と

して安定的に確保するとともに、国に対して国土強靱化と防災・減災対策の

推進に係る十分な財政措置を継続的に行うよう要望すること。 

（４）昨今の地籍調査事業費負担金においては、要望どおりに配分されない状況

が続いている。一方で、近年の自然災害が激甚化・頻発化する状況を踏まえ、

防災・減災・復旧等に資する地籍調査事業の重要性は今まで以上に高まって

いることから、技術者単価の上昇等、調査経費の増大傾向の中にあっても継

続的に実施するために、要望に対して十分な予算・財源を確保するよう国に

対して要望すること。  

 

９．空き家対策について 

 

（１）適切に管理が行われず、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻

な影響を及ぼしている空家について、市が除却等を実施する場合の補助（特

定空家等の除却（略式代執行等））において、島根県制度の「老朽危険空き

家除却支援事業」の補助割合を４分の１に引き上げるとともに、限度額を撤

廃するよう、財政支援の拡充を図ること。 

（２）市が緊急安全措置を実施する場合の補助制度を創設すること。 

 

１０．文化財の防災対策事業について 

 

文化財の防火・防災対策を強化することが求められている一方で、近年の物価

高騰により、修理や防災施設整備にかかる費用は増加の一途をたどっていること
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から、文化財の防火・防災対策に対して、所有者負担を限りなく減らすよう、補

助制度を拡充すること。 

 

１１．交通安全施設の管理徹底について 

 

横断歩道をはじめとした道路標示は、摩耗によって視認性が低下し、一部では

ほとんど見えなくなっているものもあり、運転手は注意喚起を十分に受け取れず、

歩行者も安全確認が困難となっている。 

このような道路標示については、通学路対策をはじめ住民からの要望などに基

づき市町村から県に修繕等要望をしているが、箇所数も多く、対応しきれていな

い。 

道路標示は安全な交通環境の維持には不可欠のため、道路標示の修繕を積極的

に進め、特に視認性が低下して危険度の高い箇所については、迅速に対応するこ

と。 

 

１２．県立自然公園の維持管理への支援について 

 

毎年県立自然公園内の施設の維持管理にかかる経費や老朽化した自然公園内の

施設の修繕費を支出しているが、施設が突発的に破損し、安全確保のために至急

の対応が必要な場合があり、かかる予算の確保に苦慮している。 

県立自然公園の適正な維持管理に資するため、県独自の補助制度を創設するな

ど、県として支援策を講じること。 
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Ⅴ．教育施策の充実強化について 

 

１．公立中学校等における部活動の地域移行について 

 

（１）経済的な理由で生徒が活動機会を失うことのないよう、必要な措置を講じ

ること。 

（２）受け皿となる団体等の整備充実を図るとともに、専門性や資質を有する指

導者等の人材確保が図られるよう、必要な措置を講じること。特に、部活動

指導員の配置は、質の高い指導の実現等のために重要な役割を担っているた

め、財政支援措置を拡充すること。 

 

２．教育活動の充実に向けた取組の強化について 

 

（１）児童生徒の不登校や問題行動等に対応するための教職員等の配置を充実さ

せ、課題解決のため取り組む市を支援すること。 

（２）教職員の配置について、欠員を生じさせないために必要な人員を確保する

こと。また、正規の教員定数の確保を前提とし、教員の負担軽減と児童生徒

の学力育成に向け、学習指導員等の配置（学力向上を目的とした学校教育活

動支援）について、必要な財政措置を行うこと。 

（３）教員が児童生徒と向き合う時間を確保するため、部活動指導に伴う負担を

軽減する部活動指導員・地域連携指導員・地域指導者の配置を充実させるこ

と。 

（４）「学校司書等による学びのサポート事業」については、補助金交付額が補助

率（２分の１）を下回ることのないよう十分な予算措置を講じること。 

（５）教育のＩＣＴ化を進めるために、小中義務教育学校の教職員及び教職をめ

ざす学生がＩＣＴを活用して指導を行う資質・能力が身につくよう、指導力

向上に向けた取組の推進を図ること。 

（６）ＧＩＧＡスクール構想の推進のため、引き続き県内市町村の取組の一体的

な進展のために必要な支援体制を構築すること。また、機器やシステムの共

同調達等にかかる県内自治体の合意形成にあたり、市町村の意向を最大限尊

重し、調整を図ること。 

 

３．特別支援教育の充実について  

 

（１）「にこにこサポート事業」について、にこにこサポートティーチャーを必要

とする全ての学校に配置するとともに、年間勤務時間を増やすこと。 

（２）「小・中学校の通級指導」について、今後、対象となる児童生徒の増加が見

込まれることもあり、通級指導教員の増員配置並びに通級指導教室の増室の

ための財政支援を行うこと。 
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（３）特別支援学校での就学を希望する児童生徒の全てが、希望する学校に就学

でき必要な教育が受けられるよう、スクールバスの運行について実情に応じ

てきめ細かく対応するとともに、他に交通手段が無い場合にはタクシー利用

についても就学奨励費の対象とするなど、通学に係る費用の支援を拡充する

こと。 

（４）特別支援学校への通学支援について、保護者等の経済的負担軽減のため、

市が実施する助成金事業に対する財政的支援を行うこと。 


